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本章では、事業のテーマとなる、「支給決定プロセス」の概要と、「常時介護を要する障

害者」の制度的な位置づけと変遷について、社会的な背景をまとめた。 

 

１．支給決定プロセスの概要 

１）障害者総合支援法におけるサービス提供 

障害者自立支援法は、障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他

の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかか

わらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に

寄与することを目的として、平成 18 年 4 月に施行された。障害者自立支援法は、ノーマ

ライゼーションの理念に基づき、障害者が普通に暮らせる地域づくりを目指したものであ

る。平成 24 年 4 月からは、改正障害者自立支援法が、平成 25 年 4 月からは名称を障害者

総合支援法と変えた。 

障害者総合支援法は、以下のような療養介護、生活介護、生活訓練、就労移行支援、就

労継続支援などの日中活動、グループホームやケアホームや居宅介護などのサービス（イ

ンフォーマルサービスを含む）やさまざまな地域の資源を組み合わせて利用し、支援者が

チームになってかかわり、障害者が地域で安心した生活を送れることを目指している。 

 

図表 1- 1 総合的なサービスの体系 

障害者・児

都道府県

・広域支援 ・人材育成 等

【基 本 事 業】

介護給付 訓練等給付

支援

地域生活支援事業

市 町 村

・居宅介護

・重度訪問介護
・同行援護

・行動援護
・療養介護
・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・共同生活介護 ＊
・施設入所支援

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援
・就労継続支援
・共同生活援助

自立支援医療 等

・（旧）更生医療

・（旧）育成医療
・（旧）精神通院公費

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具

・移動支援 ・地域活動支援センター
・福祉ホーム ・成年後見制度利用支援事業 等

補装具

自立支援給付
第２８条第１項

第２８条第２項
第６条
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第5条第17項

第5条第17項

 



 4

そのためには、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、

短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助などのサービスが、地

域に準備されていなければならない。地域のサービス充実のために、都道府県や市町村は

障害福祉計画を作成して地域の資源を確保していくものとされている。 

もう一つは、これらのサービスが適切に組み合わされて、障害者のニーズに合わせて提

供されることである。従来、入所施設や病院においては、これらの支援が施設内で完結し

て提供されていたため、さまざまなサービスの調整はそれほど必要ではなかった。しかし、

地域に散在しているこれらのサービスや資源を有機的に結び付け、サービス提供者と調整

し、関係者によるサービス等調整会議を実施しながら支援チームで障害者を支える相談支

援とその仕組みは重要なものとなってきた。 

 

２）障害者総合支援法と相談支援 

障害者自立支援法では、地域の相談に応じ、情報提供や助言、事業所等との連絡調整な

どを総合的に実施するもので、いわゆる「一般的な相談」と障害福祉サービスを適切に利

用することができるよう、障害者のニーズや置かれている状況などを勘案しサービス利用

計画を作成するサービス利用計画作成費が規定された。しかし、サービス利用計画作成費

の利用は低調な状況であった。 

障害者自立支援法の３年後の見直しに当たって、2008（平成 20）年当時の社会保障審議

会障害者部会は、「障害者が、さまざまなサービスや地域資源等も活用しながら、地域で

自立して安心して暮らしていけるよう、①地域における相談支援体制の強化、②ケアマネ

ジメントの充実、③自立支援協議会の充実、という観点から障害者の相談支援の充実を図

るべき」とする意見をまとめ、第一に地域における総合的相談支援体制の整備、第二にサ

ービス利用計画作成費の対象者の拡大と支給決定と連動したケアマネジメントプロセス

の見直し、第三に地域自立支援協議会の法定化を提言した。これを受けて、2010（平成 22）

年 12 月に「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見

直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法

律」（以下、「改正法」という）が成立し、相談支援の充実・強化が図られた。 

改正法では、以下のように従来、複雑に入り組んでいた相談支援の体系が整理された。

サービス等利用計画作成のための相談支援が、「特定相談支援事業」における「計画相談

支援」として位置付けられた。また、地域移行及び地域定着のための相談支援事業が「一

般相談支援事業」における「地域相談支援」として位置付けられた。さらに、障害児が児

童発達支援センター(障害児通所支援施設)を利用する際の計画作成についても「障害児相

談支援事業」として給付の対象となった。 

従来のいわゆる「一般的な相談」は、「基本相談支援」として各事業のベースに位置づ

けられた。 
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図表 1- 2 障害者自立支援法改正後の相談支援の体系 

 

（出典）日本相談支援専門員協会「サービス等利用計画作成サポートブック」（平成 24 年 3 月） 

 

また、従来、サービス利用計画の対象は、障害者施設からの退所に伴い、一定期間、集

中的に支援を行うことが必要である者などに限定されていたが、平成 24 年度からの３年

間を体制整備のための経過措置期間としたうえで、平成 27 年度からは福祉サービスを利

用しているすべての障害者にサービス等利用計画を作成することが義務付けられた。 

 

３）支給プロセスにおけるサービス等利用計画 

サービス等利用計画は、ケアマネジメント手法を活用し、障害者のニーズや置かれてい

る状況を勘案して、福祉、保健、医療、教育、就労、住宅等の総合的な視点から、地域で

の自立した生活を支えるために作成するものである。こうしたサービス等利用計画が、市

町村の支給決定プロセスに組み込まれたことの意義は大きなものがある。市町村の支給決

定前に、相談支援事業所が障害者のニーズ等を把握して、計画案を作成することについて

も「計画相談支援」業務の中に含まれることとされた。市町村はその計画案などを勘案し

て、利用者の生活や支援の実態にあった支給決定を行うこととされ、サービス等利用計画

案は、市町村が行う支給決定の根拠となった。 

 
  

サービス利用計画の作成

改正自立支援法 【市町村指定】 支給決定前

モニタリング

【都道府県指定】 住居の確保等（同行支援）

単身等緊急対応

児童福祉法【市町村指定】 障害児通所支援

モニタリング

※自立支援法のサービスは自立支援法の相談支援で対応

相談支援 特定相談支援 計画相談支援 サービス利用支援

基本相談支援 継続サービス利用支援

一般相談支援 地域相談支援 地域移行支援

基本相談支援 地域定着支援

障害児相談支援 障害児支援利用援助

継続障害児支援利用援助
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図表 1- 3 障害者自立支援法改正後の計画相談支援業務と市町村の支給決定プロセスの関係 

 
（出典）厚生労働省 第 40 回社会保障審議会障害者部会（平成 20 年 10 月 8日）資料 

 
 

４）サービス等利用計画の可能性と期待 

サービス等利用計画が、市町村の支給決定プロセスに組み込まれたことにより、利用者

の生活や支援の実態を踏まえ、ニーズに合った支給決定を行うことが可能となる。また、

サービス等利用計画案は、市町村が行う支給決定の根拠となった。このようにケアマネジ

メントの仕組みが重要なものとなったが、果たして現在、相談支援専門員による適切なニ

ーズのアセスメントが行われ、障害者の生活や人生の望みを実現するために、適切なサー

ビス（インフォーマルサービス）が組み合わされたサービス等利用計画となっているかが

大きく問われているが、その実態が不明である。 

例えば、サービス等利用計画は、本人の希望にそって、相談支援専門員等が本人ととも

に立案する生活設計であり、多くの領域を含んだトータル（総合的）な計画といわれてい

る（「平成 22 年度サービス等利用計画作成マニュアル」日本相談支援専門員協会）。本人

の希望を聴き取り、その実現にむけた、さまざまな公的なサービスや社会資源（インフォ

ーマルな支援も含め）が調整された総合的な計画として作成するものである。この意味で

は、相談支援専門員は、本人、家族、関係者、関係機関及びサービス管理責任者やサービ

ス提供責任者と、サービス等調整会議でサービスや支援の内容をよく調整してサービス等

利用計画が作成されるべきである。 

今後は、ケアマネジメント手法を活用し、障害者の生活実態、ニーズを適切にアセスメ

ントして、障害者本人の望む生活への意思を尊重して作成するものである。従来、どのよ

 

○ サービス利用計画作成費の利用実績が低いことの要因の一つとして、現在のサービス利用手続において
は、サービス利用計画の作成が、市町村による支給決定の後になっていることが指摘されている。

○ また、現在のサービス利用手続について、障害者の受けるサービスが適切なもの（必要かつ十分なもの）と
なるよう、そのプロセスにケアマネジメントの仕組みを導入して、支給決定の参考とすべきとの指摘がある。

○ サービス支給決定時のほか、サービス利用計画に基づくサービスの利用が、当該障害者のニーズや課題
の解消に適合しているかを確認するために、一定期間ごとにモニタリングを実施すべきとの指摘がある。
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うな障害者に、どのような種類のどのくらいの量のサービスを提供したらよいかという基

準が不明確であった。サービス等利用計画(案)は、障害者の生活実態や望む生活などのニ

ーズが明らかとなり、それを実現するためにはこのような種類のこれだけの量のサービス

が必要であることを明らかにするものである。この意味で、サービス等利用計画（案）は、

支給決定を含むサービス提供の根拠となるものであり、これによりエビデンス（根拠）に

基づいた支給決定及びサービス提供が行われることになる。全国どの地域においてもこの

ような支給決定の仕組みが機能することを望むものである。 

 

２．常時介護を要する障害者の制度上の位置づけと変遷 

１）障害者自立支援法と常時介護を要する障害者 

障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、これまで障害種別ごとに異

なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス等について、共通の

制度の下で一元的に提供し、地域生活や就労支援を推進する障害者自立支援法が平成 18

年 4 月に施行された。障害者自立支援法では、重度訪問介護、行動援護、療養介護、生活

介護、重度障害者等包括支援に、それぞれの支援の内容は異なるが「常時介護を要する障

害者」が規定された。 

 

２）総合福祉部会の提言と常時介護を要する障害者 

平成 21 年９月、連立政権の成立により障害者自立支援法は廃止し、総合的な制度であ

る障がい者総合福祉法（仮称）を制定することが合意された。同年 12 月には、障害者施

策の総合的かつ効果的な推進を図るため、障がい者制度改革推進本部が閣議決定された。

平成 22 年 1 月、推進本部の下に、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者、学

識経験者等からなる障がい者制度改革推進会議が設置された。同年 4 月には、障がい者制

度改革推進会議総合福祉部会が開催され新しい制度への具体的な検討に入り、平成 23 年 8

月には 障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言が出された。 

常時介護を要する障害者については、「５．個別生活支援【表題】［1］重度訪問介護の

発展的継承によるパーソナルアシスタンス制度の創設」で取り上げられ「現行の障害者自

立支援法における重度訪問介護の対象者は、「重度の肢体不自由者であって常時介護を要

する障害者」(第 5 条 3)に限定されているが、障害の社会モデルを前提とする障害者権利

条約及び谷間のない制度をめざす障害者総合福祉法の趣旨を踏まえれば、このような機能

障害の種別と医学モデルに基づく利用制限は見直しが必要である。」とされ、「身体介護、

家事援助、日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援及び外出

介護が、比較的長時間にわたり、総合的かつ断続的に提供されるような支援」(平成
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19(2007)年 2 月厚生労働省事務連絡)を「難病、高次脳機能障害、盲ろう者等を含む日常

生活全般に常時の支援を要する(同)すべての障害者に対して利用可能とする。」とされた。

特に、重度の自閉症や知的障害等により行動障害が激しいなどの理由で、これまで入所施

設や病院からの地域移行が困難とされてきた人たちが、地域生活を継続するために必要と

された。 

 

３）障害者総合支援法と常時介護を要する障害者 

平成 24 年 6 月に成立した「地域生活における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉

施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律について（障害者総合支援法案）」が、

平成 25 年 4 月 1 日から施行された。障害者総合支援法においては、重度訪問介護の対象

者を「重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要するものとして厚生労働

省令で定めるもの」とし、現行の重度の肢体不自由者に加え、重度の知的障害者・精神障

害者に対象拡大する予定であるとされた。そのため、平成 25 年 10 月に「障害者の地域生

活の推進に関する検討会」がまとまり、重度訪問介護の常時介護を要する障害者として行

動障害を有する者が新たに規定された。 

 

４）常時介護を要する障害者に係る現在のサービス 

障害者総合支援法における「常時介護を要する者」を対象とした事業は以下のとおりで

ある。 

 

①重度訪問介護 

重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要するものとして厚生労働省

令で定めるものにつき、居宅における入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令

で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合的に供与することをいう。 

 

②行動援護 

障害者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移

動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な援助を行う。 

 

③療養介護 

病院において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護、日常生活

上の世話その他必要な医療を要する障害者であって常時介護を要するものにつき、主とし

て昼間において、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下

における介護及び日常生活上の世話を行います。また、療養介護のうち医療に係るものを

療養介護医療として提供する。 
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④生活介護 

障害者支援施設その他の以下に掲げる便宜を適切に供与することができる施設におい

て、入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他必要な

援助を要する障害者であって、常時介護を要するものにつき、主として昼間において、入

浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及

び助言その他の必要な日常生活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の

身体機能又は生活能力の向上のために必要な援助を行う。 

 

⑤重度障害者等包括支援 

重度の障害者等に対し、居宅介護、同行援護、重度訪問介護、行動援護、生活介護、短

期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援を包括的に提供する。 

 

５）常時介護を要する障害者の検討 

障害者総合支援法の附則第三条は、政府は「この法律の施行後三年を目途として、第一

条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

第一条の二に規定する基本理念を勘案し、常時介護を要する障害者等に対する支援（省略）、

の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。」

としている。 平成 26 年 12 月より国において「障害福祉サービスの在り方に関する論点

整理のためのワーキンググループ」が開催され、どのような人が「常時介護を要する障害

者と考えられるか」等の検討が進められている。 

 
  


